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国土強靱化年次計画 2023（素案） 主な修正について 1 

 2 
［Ｐ３．Ｌ15～］ 3 
第１章 2023 年度（令和５年度）の国土強靱化の取組について 4 
１ 年次計画 2023 の策定及びこれに基づく施策の推進 5 
（２）施策グループ推進のための施策の充実・強化 6 
２）５か年加速化対策の推進 7 
（前略） 8 
具体的には、第３章に記載するとおり、３年目となる令和５年度までに累計約 9.9 兆円を確保する9 

こととしている。５か年加速化対策の実施に当たっては、適正な積算の実施や工期の設定、施工時10 
期の平準化や地域の実情を踏まえた適切な規模での発注等に努めるとともに、複数年にわたるよう11 
な大規模な事業等を円滑に実施できるよう、国庫債務負担行為の柔軟な活用等を推進している。 12 
［Ｐ６．Ｌ29～］ 13 
（３）指標の充実による PDCA サイクルの強化 14 
基本計画の下、PDCA サイクルの強化の観点から、（別紙２）重要業績評価指標（KPI）一覧のとお15 

り、施策及び各施策グループの進捗管理のための重要業績評価指標を計 496 指標（重複除く。対16 
前年比＋94。）設定し、それぞれの重要業績評価指標について、基準年度及び現状値並びに目標17 
年度及び目標値を設定する。（後略） 18 

 19 
［Ｐ12．Ｌ12～］ 20 
第２章 各施策グループの推進方針等 21 
２ 35 の各施策グループの推進方針及び施策グループ推進のための主要施策 22 
■１．あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 23 
1-1）大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模倒壊によ24 
る多数の死傷者の発生 25 
（推進方針） 26 
○ 住宅・建築物の耐震化については、所有者の耐震化の必要性に対する所有者の認識の向上を27 
図るとともに、住宅や耐震診断義務付け対象建築物の耐震改修等に対する支援措置や、建物評28 
価手法の普及・定着、リフォームや耐震性に優れた木造建築物の建設、CLT（直交集成板）を含29 
む新工法や金融商品の開発、既存天井の脱落対策に係る耐震改修、老朽化した公営住宅の建30 
て替え、空き家の除却や適切な管理の促進等あらゆる手法を組み合わせ、耐震化を進める。 31 
（後略） 32 

○ 地震時に閉じ込めが起こりづらく、早期復旧が可能な機能を有する自己診断・自動復旧運転で33 
きるエレベーターの設置を推進する。 34 

［Ｐ14．Ｌ21～］ 35 
（主要施策） 36 
【文科】 気象庁の津波予報等への貢献を目的とした地震・津波・火山観測網の強化 37 

 38 
 39 
 40 
 41 
 42 
 43 
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［Ｐ24．Ｌ20～］ 1 
■２．救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確2 

実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 3 
2-1）自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 4 
（推進方針） 5 
○ 関係府省庁の災害対応業務、関係機関における情報共有・利活用において利便性の高いUTM6 
グリッド地図の活用等について、一般的な防災業務における標準化を一層推進する。 7 

［Ｐ30．Ｌ13～］ 8 
2-4）被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 9 
（推進方針） 10 
○ 避難施設の機能維持、避難者の安全確保の観点から、災害時にも対応可能な天然ガス利用設11 
備（コージェネレーションシステム・ガス空調等）の導入を行うことで、避難者の安全性確保、災害12 
時における重要施設の機能維持を図る。 13 

○ 大規模地震災害発災後の緊急輸送道路等の通行を可能とするため、実動訓練等を通じ、放置14 
車両移動など対応能力を強化する。 15 

［Ｐ31．Ｌ20～］ 16 
（主要施策） 17 
【環境】 災害・停電時に役立つ避難施設防災拠点の再エネ・蓄エネ設備・コージェネレーション18 

等の自立・分散型エネルギー設備に関する対策 19 
 20 
［Ｐ34．Ｌ19～］ 21 
■３．必要不可欠な行政機能を確保する 22 
3-1）被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱  23 
（推進方針） 24 
○ 矯正施設の耐震化率は 86%(R3)87%（令和４年）であり、老朽化対策と併せ耐震化を着実に推進25 
する。あわせて、AI や ICT の活用による経年劣化した監視カメラ等総合警備システム更新整備26 
や、災害時に関係機関との間で情報共有体制の構築を、訓練等を通じて進める。 27 

［Ｐ36．Ｌ12～］ 28 
3-3）地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下  29 
（推進方針） 30 
○ 公共施設等の耐震強化やコージェネレーション等の自立・分散型設備、非常用電源の整備を進31 
める。 32 

［Ｐ40．Ｌ19～］ 33 
4-5）食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影響 34 
（推進方針） 35 
○ 食料調達・供給システムの運用に不可欠な情報通信サービス・電力供給システムの強靱化やバ36 
ックアップ体制の確保、コージェネレーション等の自立・分散型設備、非常用電源設備の導入支37 
援等による物流施設・倉庫の耐災害性強化等を行う。 38 

［Ｐ44．Ｌ45～］ 39 
5-2）電力ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期間・大規模にわたる機能の停止  40 
（推進方針） 41 
○ 再生可能エネルギーや水素エネルギー、コジェネレーションシステム、LP ガス等の活用、燃料電42 
池・蓄電池、電気自動車・燃料電池自動車から各家庭やビル、病院等に電力を供給するシステ43 
ム等の普及促進、スマートコミュニティの形成等を通じ、自立・分散型エネルギーを導入するととも44 
に、カーボンニュートラルポート（CNP）の形成の推進やカーボンリサイクル燃料の社会実装に係45 
る環境整備等を通じ、災害リスクを回避・緩和するためのエネルギー供給源の多様化・分散化を46 
推進する。 47 
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［Ｐ48．Ｌ１～］ 1 
5-5）太平洋ベルト地帯の幹線道路や新幹線が分断するなど、基幹的陸上海上航空交通ネット2 
ワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 3 

（推進方針） 4 
○ 電源等の重要施設を含む鉄道施設に対する浸水対策を引き続き推進するとともに、豪雨河川氾5 
濫や高潮等により流失・傾斜よる浸水の恐れがおそれのある地下鉄道河川橋梁について、引き6 
続き洗掘防止対策や異常検知システム設置等の豪雨接続する他の地下施設と連携した浸水対7 
策を推進する。また、豪雨により流失・傾斜のおそれがある鉄道河川橋梁について、洗掘防止対8 
策や架け替え、異常検知システム設置等の豪雨対策を推進する。さらに、豪雨により斜面崩壊の9 
恐れおそれがある鉄道の隣接斜面について、斜面崩壊対策を推進する。  10 

［Ｐ49．Ｌ１～］ 11 
○ 災害発生時においても物流機能やサプライチェーンを維持するため、BCP 未作成の物流事業12 
者における BCP 策定や、平時からの関係者間での連絡体制構築、営業用倉庫等の物流施設へ13 
の非常用電源設備の導入支援を始めとする倉庫等の物流施設の災害対応能力の強化、ラストマ14 
イルも含めた円滑な支援物資物流の実現に向けた取組等を推進する。 15 

 16 
 17 
第３章 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗管理 18 
 ※ パブリックコメント時は、「精査中」として非掲載 19 
 20 
 21 
 22 
 23 





第３章 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗管理 1 

2 

５か年加速化対策に関しては、進捗状況のフォローアップを定期的に行い、その結果を3 

公表するものとされていることを受けて、年次計画において、５か年加速化対策の進捗状4 

況を、関係府省庁からの報告に基づき以下のとおり取りまとめた。 5 

6 

１ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗状況（事業費ベース） 7 

５か年加速化対策全体でおおむね15兆円程度の事業規模（財政投融資の活用や民間事業8 

者等による事業を含む）を目途としていたところ、３年目となる令和５年度までに約9.99 

兆円の事業規模（うち国費約5.0兆円）となっている。10 

11 

区分 事業規模の目途 

＜閣議決定時＞ 

事業規模 

＜令和5年度時点＞

うち国費

＜令和5年度時点＞ 

防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策 

おおむね 

15兆円程度 
約9.9兆円 約5.0兆円 

１ 激甚化する風水害や切迫する大規

模地震等への対策 

おおむね 

12.3兆円程度 
約8.0兆円 約3.8兆円 

２ 予防保全型インフラメンテナンス

への転換に向けた老朽化対策 

おおむね 

2.7兆円程度 
約1.7兆円 約1.0兆円 

３ 国土強靱化に関する施策を効率的

に進めるためのデジタル化等の推進 

おおむね 

0.2兆円程度 
約0.2兆円 約0.2兆円 

※ ５か年加速化対策全体のおおむね15兆円程度の事業規模のうち、国費はおおむね７兆12 

円台半ば13 

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある14 

15 

２ 123対策の進捗状況 16 

123の対策ごとに設定した中長期の目標の達成に向けて、個別に進捗状況を把握・管理17 

することとしており、２年目完了時点（令和４年度末）の進捗状況は（別紙５）防災・減18 

災、国土強靱化５か年加速化対策進捗状況一覧のとおりである。 19 

20 

３ 取組事例 21 

（１）激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策22 

・流域治水対策（河川）23 

・流域治水対策（砂防）24 

・山地災害危険地区等における森林整備対策25 

・医療施設の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備整備対策）26 

・矯正施設の防災・減災対策27 

・矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策28 

・天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策29 

・自衛隊のインフラ基盤強化対策30 

・空港の耐災害性強化対策（滑走路等の耐震対策）31 

・製油所等のレジリエンス強化対策32 

・SS 等の災害対応能力強化対策33 

・水道施設（浄水場等）の耐災害性強化対策34 

・一般廃棄物処理施設に関する対策35 
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1 

（２）予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策2 

・河川管理施設の老朽化対策3 

・道路施設の老朽化対策4 

5 

（３）国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進6 

・防災チャットボットの開発等、SIP 国家レジリエンスに関する対策7 

8 

9 

10 

11 

 12 

 13 

14 

15 

16 

17 

18 

◎令和４年度の災害時に効果を発揮した事例

令和４年度の梅雨期、台風期の大雨等や石川県能登地方を震源とする地震など、令和

４年度に発生した災害において、３か年緊急対策を始めとした国土強靱化の取組が効果

を発揮した事例をとりまとめた。 

・下関港海岸 直轄海岸保全施設整備事業（山口県下関市）

・治山事業による事前防災効果（静岡県浜松市）

・消防団設備整備費補助金を活用して配備した資機材の活用（鹿児島県さつま町

等）

・交通情報収集・提供・活用のためのシステムの整備・運用（全国）
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